平成１３年事業所・企業統計調査結果の概要                                                                                                                                                                                                                                         

１．概　　　況

平成13年10月1日現在で実施した平成13年事業所・企業統計調査結果によると、本市事業所数は52,225事業所、従業者数は466,989人である。

これを前回調査（平成８年）と比較すると、事業所数は4,040事業所（対前回増減率△7.2％）減少し、従業者数は43,556人（同△8.5％）減少している。（表－１）
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表－１ 事業所数，従業者数の推移

これを経営組織別に見ると、民営の事業所数は51,052事業所、従業者数は433,748人で、前回に比べ事業所数は4,304事業所（同△7.8％）減少し、従業者数は42,005人（同△8.8％）減少している。国・地方公共団体の事業所数は1,173事業所、従業者数は33,241人で、前回に比べ事業所数は264事業所（同29.0％）増加し、従業者数は1,551人（同△4.5％）減少している。（表－３,表－４）

２．産　　　業

　産業を第１次産業（農林漁業）、第２次産業（鉱業，建設業，製造業）、第３次産業（第１次、第２次産業以外の産業）の３部門別に事業所数をみると、第１次産業14事業所（構成比0.0％）、第２次産業7,035事業所（同13.5％）、第３次産業45,176事業所（同86.5％）となっている。対前回増減率は、事業所数で第１次産業6.7％減、第２次産業8.7％減、第３次産業で6.9％減となっている。

従業者数は、第１次産業190人（構成比0.0％）、第２次産業113,001人（同24.2％），第３次産業353,798人（同75.8％）である。対前回増減率は、第１次産業30.1％増、第２次産業16.1％減、第３次産業5.8％減である。

注：事業所･企業統計調査では、個人経営の農･林･漁家は調査の対象となっていない。
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表－２　産業大分類別事業所数、従業者の推移
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図－１　産業大分類別事業所数及び従業者の割合
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表−４　経営組織別従業者数の推移
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事業所数を産業大分類別にみると、卸売･小売業，飲食店が23,654事業所で全体の45.3％を占め、ついでサービス業15,312事業所（構成比29.3％）、建設業4,577事業所（同8.8％）、不動産業2,920事業所（同5.6％）、製造業2,435事業所（同4.7％）の順となっている。前回調査の平成８年と比較してみると、対前回増減率は、電気･ガス･熱供給･水道業が13.6％増加しているが、他の産業は減少している。

従業者数についてみると、卸売･小売業，飲食店が144,312人で全体の30.9％、ついでサービス業140,740人（構成比30.1％）、製造業66,893人（同14.3％），建設業45,798人（同9.8％）、運輸･通信業36,063人（同7.7％）の順に多く、この５産業で全体の９割を占めている。対前回増減率をみると、農林漁業が30.1％、サービス業が1.4％増加となっているほかは、各産業とも減少しており、特に製造業及び金融・保険業は20％をこえる大幅な減少となっている。（表－２，図－１）

１事業所当たりの平均従業者数をみると、公務67.6人、電気･ガス･熱供給･水道業33.8

人、製造業27.5人の順に多く、サービス業9.2人、卸売･小売業,飲食店6.1人、不動産業2.5人は10人を下回っている。（表－２）
３．経　営　組　織
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経営組織別に事業所数をみると、個人経営の事業所が最も多く、27,474事業所で全体の52.6％を占め、次いで法人の事業所が23,242事業所（構成比44.5％）、国･地方公共団体の事業所1,173事業所（同2.2％）、法人でない団体336事業所（同0.6％）となっている。対前回増減率は、総数としては7.2％の減である。このうち、国･地方公共団体が29.0％増となっている他は減少となっている。なかでも個人経営が12.5％減となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

また民営の事業所全体では、前回に比べ7.8％の減となっている。（表－３）
従業者数をみると、法人の事業所が354,266人（構成比75.9％）と最も多く、次いで個人経営78,501人（同16.8％）、国･地方公共団体33,241人（同7.1％）、法人でない団体981人（同0.2％）となっている。対前回増減率をみると、総数では8.5％減となっている。経営組織ごとの減少率は法人でない団体が47.3％、個人経営が13.0％、法人の事業所が7.7％、国及び地方公共団体が4.5％の順になっている。また、民営の事業所全体では、前回と比べ8.8％の減少となっている。（表－４）
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　経営組織別に産業別構成比をみると、個人経営では卸売･小売業，飲食店が事業所数で51.3％、従業者数が53.3％といずれも過半数を占め、ついでサービス業が事業所数30.4％、従業者数32.0％を占めている。法人の事業所では、個人経営と同じく卸売･小売業,飲食店が最も多く事業所数で41.1％、従業者数28.9％、ついでサービス業が事業所数25.2％、従業者数27.2％の順になっている。　
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表−５　経営組織別産業構成比(事業所数）�
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表−６　経営組織別産業構成比(従業者数）�
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構成比

実数

構成比

実数

構成比

実数

構成比

%

%

%

%

北 九 州 市�

78,501

100.0

354,266

100.0

 981

100.0

33,241

100.0

A〜C

農

林

漁

業

-

-

188

0.1

-

-

2

0.1

D

鉱

業

-

-

310

0.1

-

-

-

-

E

建

設

業

4,928

6.3

40,870

11.5

-

-

-

-

F

製

造

業

2,317

3.0

64,575

18.2

1

0.1

-

-

G

電

気

・

ガ

ス

・

熱

供

給

･

水

道

業

-

-

1,976

0.6

-

-

561

1.7

H

運

輸

・

通

信

業

975

1.2

31,707

9.0

32

3.3

3,369

10.1

I

卸

売

･

小

売

業

・

飲

食

店

41,809

53.3

102,402

28.9

101

10.3

-

-

J

金

融

･

保

険

業

530

0.7

11,465

3.2

9

0.9

-

-

K

不

動

産

業

2,801

3.6

4,347

1.2

13

1.3

32

0.1

L

サ

ー

ビ

ス

業

25,141

32.0

96,426

27.2

825

84.1

18,348

55.2

M

公

務

-

-

-

-

-

-

10,949

32.9

国･地方公共団体�

産業大分類

個人

法人

法人でない団体

国･地方公共団体�

産業大分類

個人

法人

法人でない団体

国･地方公共団体の事業所では、サービス業が事業所数68.5％、従業者数55.2％を占め最も多く、ついで公務が事業所数13.8％、従業者数32.9％である。（表－５,表－６）
４．　従　業　者　規　模（民　営）

民営の事業所数を従業者規模別にみると、１～４人規模事業所が32,089事業所と最も多く、全体の62.9％を占めている。次に５～９人規模事業所が9,696事業所（構成比19.0％）となっている。対前回増減率をみると、300人以上規模事業所の15.4％減を始め，全ての規模において減少している。（表－７）

従業者数を従業者規模別に見ると、10～29人規模事業所が109,632人（構成比25.3％）で最も多く、ついで50～299人規模事業所100,411人（同23.1％）の順となっている。対前回増減率をみると、300人以上の大規模事業所の落ち込みが目立つ結果となっている。（表－８）
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増減率

平成８年

平成13年

平成８年

平成13年

(13/８)�

%

%

%
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2.3
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 　　 300人以上�
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派

遣

・

下

請

従

業

者

の

み

-

46

-

0.1
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表−８従業者規模別従業者数の推移(民営）�

増減率

平成８年

平成13年

平成８年

平成13年

(13/８)�

%

%

%

総       数�

475,753

433,748

100.0

100.0

△ 8.8

  　　１〜４人

74,579

68,556

15.7

15.8

△ 8.1

 　　 ５〜９人

67,025

63,205

14.1

14.6

△ 5.7

 　　 10〜29人

114,508

109,632

24.1

25.3

△ 4.3

 　　 30〜49人

47,723

44,258

10.0

10.2

△ 7.3

 　　 50〜299人�

108,959

100,411

22.9

23.1

△ 7.8

 　　 300人以上�

62,959

47,686

13.2

11.0

△ 24.3�

従

業

者

規

模

実 数�

構成比

実 数�

構成比

従

業

者

規

模


５．　区　別　分　布　状　況

事業所を区別にみると、小倉北区が15,143事業所（構成比29.0％）で最も多く、ついで八幡西区が11,420事業所（同21.9％）と、この２区で過半数を占めている。ついで小倉南区7,029事業所（同13.5％）、門司区5,900事業所（同11.3％）、八幡東区4,508事業所（同8.6％）、若松区4,249事業所（同8.1％）、戸畑区3,976事業所（同7.6％）の順となっている。　

従業者数でも、小倉北区が147,021人（構成比31.5％）で最も多く、ついで八幡西区の102,182人（同21.9％）と、この２区でやはり過半数を占めている。ついで小倉南区62,706人（構成比13.4％）、門司区46,083人（同9.9％）、戸畑区40,054人（同8.6％）、若松区35,960人（同7.7％）、八幡東区32,983人（同7.1％）の順となっている。　

対前回増減率をみると、事業所数では八幡東区（△12.1％）、小倉北区（△10.6％）をはじめ全区で減少しているが、小倉南区（△0.1％）は比較的僅かな減少にとどまっている。

従業者数では、小倉南区が対前回増減率2.1％と僅かに増加しているが、他の６区では，小倉北区（対前回増減率△15.2％）、門司区（同△12.3％）、八幡東区（同△11.2％）、戸畑区（同△6.2％）、若松区（同△5.6％）、八幡西区（同△3.0％）の順でそれぞれ減少している。（表－９）
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事業所数

従業者数

事業所数

従業者数

事業所数

従業者数

事業所数

従業者数

事業所数

従業者数

4,387

42,680

16,945

173,306

7,035

61,446

5,131

37,163

12,051

105,300

7.8

8.4

30.1

33.9

12.5

12.0

9.1

7.3

21.4

20.6

3,976

40,054

15,143

147,021

7,029

62,706

4,508

32,983

11,420

102,182

7.6

8.6

29.0

31.5

13.5

13.4

8.6

7.1

21.9

21.9

△ 9.4

△ 6.2

△ 10.6�

△ 15.2�

△ 0.1

2.1

△ 12.1�

△ 11.2�

△ 5.2

△ 3.0

1

41

3

10

4

52

-

-

5

86

6

64

1

6

8

154

-

-

-

-

318

4,839

979

10,466

890

6,737

386

3,855

1,190

12,558

179

9,521

553

15,535

309

8,463

178

2,474

531

15,338

7

262

22

1,413

7

149

2

13

19

317

137

3,958

508

11,724

313

2,301

105

1,762

354

5,437

1,719

8,631

7,524

51,200

2,855

20,772

1,985

9,266

5,206

32,585

67

554

405

6,124

80

762

69

700

230

2,514

352

591

857

2,972

452

1,003

272

584

534

1,276

1,179

11,243

4,240

42,805

2,090

20,449

1,501

13,785

3,329

30,791

11

350

51

4,766

21

1,864

10

544

22

1,280

小倉北区

小倉南区

八幡東区

八幡西区

戸畑区


市内の事業所の分布状況を産業別に見ると、金融・保険業の40.8％、卸売･小売業，飲食店31.8％、をはじめとして、鉱業を除く全ての産業で小倉北区が20％以上を占めており、同区のウエイトが大きいことを示している。八幡西区では、農林漁業35.7％、建設業26.0％、電気･ガス･熱供給･水道業25.3％、金融･保険業23.2％、卸売･小売業，飲食店22.0％、製造業21.8％、サービス業21.7％を占めており、７部門で20％を超え、小倉北区に次ぐ高い比率を示している。（表－１０）

従業者数の分布状況を産業別にみると、電気･ガス･熱供給･水道業55.7％、金融･保険業51.0％、公務43.5％、不動産業41.3％、卸売･小売業,飲食店35.5％、運輸･通信業32.5％、サービス業30.4％、製造業23.2％について小倉北区が大きなウエイトを占めている。また、八幡西区が農林漁業45.3％、建設業27.4％、小倉南区が鉱業49.7％と大きなウエイトを占めている。（表－１１）
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表−１０　産業大分類別区別事業所数構成比

産　業　大　分　類

門司区

若松区

戸畑区

小倉北区

小倉南区

八幡東区

八幡西区

農

林

漁

業

-

7.1

7.1

21.4

28.6

-

35.7

鉱

業

34.8

-

26.1

4.3

34.8

-

-

建

設

業

9.9

7.9

6.9

21.4

19.4

8.4

26.0

製

造

業

13.9

14.3

7.4

22.7

12.7

7.3

21.8

電

気

･

ガ

ス

･

熱

供

給

･

水

道

業

12.0

12.0

9.3

29.3

9.3

2.7

25.3

運

輸

･

通

信

業

21.7

9.6

6.6

24.6

15.2

5.1

17.2

卸

売

･

小

売

業

,

飲

食

店

11.0

7.4

7.3

31.8

12.1

8.4

22.0

金

融

･

保

険

業

7.4

6.9

6.8

40.8

8.1

7.0

23.2

不

動

産

業

9.9

5.7

12.1

29.3

15.5

9.3

18.3

サ

ー

ビ

ス

業

10.7

8.7

7.7

27.7

13.6

9.8

21.7

公

務

18.5

10.5

6.8

31.5

13.0

6.2

13.6

表−１１　産業大分類別区別従業者数構成比

産　業　大　分　類

門司区

若松区

戸畑区

小倉北区

小倉南区

八幡東区

八幡西区

農

林

漁

業

-

0.5

21.6

5.3

27.4

-

45.3

鉱

業

27.7

-

20.6

1.9

49.7

-

-

建

設

業

8.2

7.8

10.6

22.9

14.7

8.4

27.4

製

造

業

10.1

13.1

14.2

23.2

12.7

3.7

22.9

電

気

･

ガ

ス

･

熱

供

給

･

水

道

業

6.4

8.7

10.3

55.7

5.9

0.5

12.5

運

輸

･

通

信

業

20.9

9.3

11.0

32.5

6.4

4.9

15.1

卸

売

･

小

売

業

,

飲

食

店

8.8

6.3

6.0

35.5

14.4

6.4

22.6

金

融

･

保

険

業

5.4

5.9

4.6

51.0

6.3

5.8

20.9

不

動

産

業

6.8

3.9

8.2

41.3

13.9

8.1

17.7

サ

ー

ビ

ス

業

8.7

6.7

8.0

30.4

14.5

9.8

21.9

公

務

14.6

5.0

3.2

43.5

17.0

5.0

11.7


[image: image13.wmf] 

表−１２　14大都市の事業所数、従業者数（民営）　　（平成８，13年）

事　業　所　数

従　業　者　数

14大都市

平成８年〜1３年�

平成８年〜1３年�

増減数

増減率

増減数

増減率

％

％

札

幌

市

81,518

76,083

△5,435�

△6.7�

856,182

785,123

△71,059

△8.3�

仙

台

市

49,531

47,537

△1,994�

△4.0�

507,657

503,914

△3,743�

△0.7�

さ

い

た

ま

市

38,451

36,432

△2,019�

△5.3�

392,867

374,556

△18,311

△4.7�

千

葉

市

30,834

29,290

△1,544�

△5.0�

364,175

350,984

△13,191

△3.6�

東

京

都

区

部

620,959

577,545

△43,414

△7.0�

7,040,196

6,711,510

△328,686�

△4.7�

横

浜

市

123,040

114,563

△8,477�

△6.9�

1,289,372

1,246,714

△42,658

△3.3�

川

崎

市

45,942

42,023

△3,919�

△8.5�

504,118

464,655

△39,463

△7.8�

名

古

屋

市

151,840

139,155

△12,685

△8.4�

1,486,165

1,362,514

△123,651�

△8.3�

京

都

市

95,385

85,347

△10,038

△10.5

755,311

691,935

△63,376

△8.4�

大

阪

市

261,153

230,806

△30,347

△11.6

2,612,561

2,311,160

△301,401�

△11.5

神

戸

市

74,818

74,140

△678�

△0.9�

729,235

677,304

△51,931

△7.1�

広

島

市

59,577

54,147

△5,430�

△9.1�

583,547

526,736

△56,811

△9.7�

北

九

州

市

55,356

51,052

△4,304�

△7.8�

475,753

433,748

△42,005

△8.8�

福

岡

市

76,936

73,723

△3,213�

△4.2�

786,639

761,226

△25,413

△3.2�

平成８年

平成１３年

平成８年

平成１３年


６． 14　大　都　市　の　状　況

14大都市の状況について、事業所数をみると、東京都区部が577,545事業所と最も多く、ついで大阪市230,806事業所、名古屋市139,155事業所となっており、北九州市は、10番目の事業所数となっている。

増減率を前回調査と比べると、すべての都市で減少しており、最も減少率が高いのは、大阪市の11.6％減、次いで京都市の10.5％減となっており、北九州市の減少率（7.8％減）は、14大都市中６番目である。

従業者数についてみると、東京都区部が6,711,510人と最も多く、ついで大阪市2,311,160人、名古屋市1,362,514人となっており、北九州市は、12番目の従業者数となっている。

増減率を前回調査と比べると、すべての都市で減少しており、最も減少率が高いのは、大阪市の11.5％減、次いで広島市の9.7％減、北九州市の8.8％減の順になっている。　　　　（表－１２）

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

















































